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１【上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）の訂正報告書の提出理由】 

 平成19年10月５日付をもって提出した上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）において、監査法人より監査

報告書の差し替え分を受領したため、これを訂正するために上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）の訂正報

告書を提出するものであります。 

 

２【訂正事項】 

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第６期事業年度に係る監査報告書 

平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第７期事業年度に係る監査報告書 

 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は   を付して表示しております。 

  

  

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第６期事業年度に係る監査報告書 

  （訂正前） 

「当監査法人は、株式会社名古屋証券取引所の定める「有価証券上場規程」第３条第７項の規定に基づく監査証明を

行うため、「経理の状況」に揚げられている日本商業開発株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日

までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、賃借対照表、損益計算書及び利益処分計算書について監査を行った。

（略） 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

商業開発株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。（略）」 

 

  （訂正後） 

「当監査法人は、株式会社名古屋証券取引所の定める「有価証券上場規程」第３条第７項の規定に基づく監査証明を

行うため、「経理の状況」に掲げられている日本商業開発株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日

までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書及び利益処分計

算書について監査を行った。（略） 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

商業開発株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。（略）」 

  

  

平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第７期事業年度に係る監査報告書 

  （訂正前） 

「当監査法人は、株式会社名古屋証券取引所の定める「有価証券上場規程」第３条第７項の規定に基づく監査証明を

行うため、「経理の状況」に揚げられている日本商業開発株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日

までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、賃借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細書につ

いて監査を行った。（略） 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

商業開発株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。（略）」 

 

  （訂正後） 

「当監査法人は、株式会社名古屋証券取引所の定める「有価証券上場規程」第３条第７項の規定に基づく監査証明を

行うため、「経理の状況」に掲げられている日本商業開発株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日

までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フ

ロー計算書及び附属明細表について監査を行った。（略） 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

商業開発株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。（略）」 

 

 なお、訂正後の監査報告書は別途添付しております。 






